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日本の生協の2020年ビジョン

ビジョンを実現するための5つのアクションプラン

この報告書は、全国の生協と日本生協連が
果たす社会的責任・社会的役割に関する
考え方や到達状況を報告するものです。
全国の生協で取り組む事業と組合員活動・
社会的活動（以下、活動）の両面から、社会
的取り組みについてまとめました。「日本
の生協の2020年ビジョン」を実現するため
の5つのアクションプランに沿った章立て
としています。

地域生協に関わる事業・活動を中心に報告
しています。

2015年度（2015年3月21日～2016年3月20
日）の事業・活動を中心に報告しています
が、一部、2016年度の情報も含みます。

編集方針

対象範囲

対象期間

※全国の生協の総合概況については、差し
　込み資料をご覧ください。
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　東日本大震災から5年がたちました。全国の生協では、被災地支
援活動に継続して取り組んでおります。また、2016年4月には2度に
わたり、熊本県熊本地方を震源とする最大震度7の地震が発生いた
しました。被災地の生協を中心に、全国の生協は、阪神・淡路大
震災や東日本大震災での教訓・経験を踏まえ、地元の自治体や団体
とも連携しながら支援活動を行っています。全国の組合員からは、
熊本・大分地震に対し、10億円を超える募金が寄せられました。

　一方、災害時だけでなく、平時からお互いに助け合い、支え合う
地域社会のつながりが求められています。全国の生協は、地域の
さまざまな団体とのネットワークづくりを前進させており、地方
自治体などと結んだ｢地域見守り協定｣は、全市区町村の半数を超
えました。さらには包括連携協定へと発展する事例も生まれてい
ます。　

　2016年6月の日本生協連総会では、2020年ビジョンで描いた
「人と人とがつながり、笑顔があふれ、信頼が広がる新しい社会の
実現」のために、｢2020年ビジョン第2期中期方針｣を策定し、第1の
重点課題として「安心してくらせる地域社会づくりへの参加」を掲
げました。生協のさまざまな事業・活動を通じて、地域のお役に
立てるよう地域の皆さまと手を取り合って努力してまいりたいと
思います。

　本書は、2015年度を中心に全国の生協と日本生協連の社会的
責任に関わる課題や社会的取り組みについてご報告するために概要
をまとめました。生協の事業・活動が、「安心してくらせる地域社会
づくり」にお役立ちできますよう、本書をご覧いただいた皆さま
には、ぜひ忌憚のないご意見ご指導をお願い申し上げます。

日本生活協同組合連合会

代表理事会長

ごあいさつ



生協は、消費者自らがよりよいくらしを実現するための協同組合です

全国で約2,800万人が参加する日本最大の消費者組織です

てくらしのニーズを実現しています。略称としてよ
く使われるコープ（CO・OP）は、協同組合を表す英
語のコーペラティブ（co-operative）からきています。
生協は、営利を目的とせず、人と人の結びつきにより、
よりよいくらしを実現することを目指しています。

た、全ての生協の組合員数を合計すると約2,800万
人となります。生協は、日本最大の消費者組織です。

　生協（生活協同組合）とは、「消費生活協同組合法（略
称:生協法）」に基づいて設立される、農協（農業協同組
合）や漁協（漁業協同組合）などと同じ協同組合の一つ
です。利用者である消費者自らが出資して組合員と
なり、意思決定や運営に参画し、事業・活動を通し

　また、一定のエリアごとに生協がまとまり設立さ
れた事業連合では、商品の共同仕入れ・開発や物流
などを共同事業として進めており、より効率的・効
果的な事業活動を目指しています。

　全国各地にある地域生協は、宅配や店舗での商品
供給（販売）、共済、 福祉事業などを行うほか、組合
員同士の助け合い活動、くらしに関わる学習活動な
どに、幅広く取り組んでいます。

　日本全国には、生活に密着したさまざまな分野で
活動している約600の生協があります。地域生協※1

の世帯加入率※2は全国で約37%、つまり、日本全国
の世帯の3分の1以上が生協に加入しています。ま

　世界に先駆けて産業革命が起こったイギリスで、1844年、自営業者や労働
者など28人により、「ロッチデール公正開拓者組合」が設立されました。これ
が世界で最初に成功を収めた生活協同組合です。
　日本の生協の歴史は大正時代にさかのぼります。1921年に現在のコープこう
べの前身となる神戸購買組合と灘購買組合、1926年に現在の大学生協の前身と
なる東京学生消費組合、1927年に東京に江東消費組合などが設立されました。
　このような生協の誕生の中心となった人物が“生協の父”といわれる賀川豊彦
です。戦後、協同組合運動の復興を目指して、日本協同組合同盟(日本生協連の
前身)が1945年に設立され、賀川豊彦が初代会長に就任しました。1951年に日
本生協連が生協法（1948年制定）に基づき設立され、その初代会長も務めました。

社会運動家。労働者や
農民の困窮した状態
を憂い、救済運動を
行いました。1923年
の関東大震災では、
直ちに神戸から被災地に入り救済活動を行
いました。友愛による協同組合運動の必要
性を痛感し、購買や医療生協、共済、信用
組合などの創設に尽力しました。

賀川 豊彦
（1888〜1960年）

生協の始まり

全国の生協と日本生協連は、2016年の日本生協連第66回通常総会にて、2020年ビジョン第2期中期方針（第13次全国生協
中期計画）を決定しました。全国の生協が力を合わせて取り組む3つの課題は以下のとおりです。

重点課題1.　安心してくらせる地域社会づくりへの参加

重点課題2.　商品力の強化を通じた組合員のくらしと生協の経営への貢献

重点課題3.　生協の未来を担う人材の確保と育成

2020年ビジョン第2期中期方針（第13次全国生協中期計画）

生協とは

※1　地域を活動の場として、生活に必要な商品・サービスの
　　  供給（販売）を中心に行う生協
※2　「世帯加入率」は、組合員数を総務省が公表している住民
　　  基本台帳に基づく世帯数で割って算出したものです。

32

全国各地の生協は地域に根ざした活動を行っています

　日本生活協同組合連合会（略称：日本生協連）に
は、全国の生協が会員として加入しています。日本
生協連は、会員生協のニーズを踏まえ、コープ商品
の開発と会員生協への供給、社会的な活動などを
行っています。日本生協連と会員生協は、それぞれ
が独立した法人として事業・経営を行っています。

全国にある多くの生協が日本生協連に加入しています

全国の生協が力を合わせて取り組む3つの重点課題
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村木　私は子育て、貧困問題に携わりましたが、最
終的にたどり着いたのが、“人と人とのつながりを
どう作るか”でした。それができないと行政、政府
がどれだけ頑張ってもよい地域は作れないと実感し
ました。生協は、人をベースにした仕組みですね。
それは大きな価値です。また、食に近いということ
も強みです。食は人と人とをつなぐベースになると
いうことが最近よくわかってきました。さらに、災

新井 ちとせ	
日本生協連副会長

村木 厚子様	
前厚生労働事務次官

 スペシャル対談
いけない局面に来たかなと思っています。昔の日本
は、もっと貧しかったかもしれませんが、明日はも
う少し良くなると思えたし、敗者復活もできまし
た。貧困が固定化し、世代間で貧困の連鎖が生じ
ている今は、底を持ち上げるパワーが必要です。本
当に困っている人たちに、自然体でサポートの手が
届く仕組みがほしいですね。

新井　全国の生協ではそれぞれ、地域ニーズをとら
え、くらしの課題の解決策を見いだす取り組みを進
めています。生協の「2020年ビジョン第2期中期方針」
では、貧困問題、特に子どもの貧困問題に取り組む
ことになりました。良い取り組みが増えてくるので
はないかと期待しています。

新井　日本生協連では、2015年度に男女共同参画
検討委員会を設け、誰もが元気に働き続けられる生
協を目指して3つの視点を定めました。第1の視点は
ワーク・ライフ・バランス、第2は女性活躍推進、
第3にダイバーシティです。男性も女性も一人ひと
りがワーク・ライフ・バランスを大事にしながらモ
チベーションをあげないと、組合員に貢献すること
はできないと思っています。

村木　行政も最初は女性のために制度を作ったかも
しれませんが、女性のためだけの制度で止まってい

誰もが輝き続けられる
職場環境づくりを推進

害時に一番困るのは物流ですが、生協はこれも持っ
ています。生協はすごい資源を持ち、大きな役割を
果たせるパワーを持っていますね。

新井　ありがとうございます。地域社会づくりの一
員として行政とのつながりを大切にしていますが、
最近ではパートナーとして見ていただける位置に近
づいたかなと感じています。全国の生協では、地方
自治体と地域見守り協定の締結を進め、5月現在、
日本全国の市町村の50％以上と締結することができ
ました※3。生協の宅配は、同じ曜日の同じ時間に同
じ職員が訪問するので、異変を察知する事例がたく
さんあります。

村木　これからは地域まるごと、団地まるごと高
齢化というところがかなりでてきます。今、国が
作っている制度は全部同じ方向を向いています。一
つは、子どもの保育、高齢者の介護、困窮者支援な
どの課題に対して地域主体で取り組むという方向で
す。もう一つは、社会福祉協議会や町内会、生協な
ど、その地域が持つ社会資源を生かしたネットワー
クで取り組むというもの。さらに、いろいろな人が
参加し、地域のさまざまな人たちを巻き込んでやっ
ていくという方向です。これら全てのキーワードが

「ネットワーク」です。

新井　地域主体でのネットワークづくりは、私たち
が一番大事にしたい部分です。私が理事長を務める
コープみらいでは、「（一財）コープみらい 社会活動
財団」を作り持続可能な助成を行う活動に取り組んで
います※4。2015年度は145団体の申し込みがあり、
79の団体に助成しました。地域で活動する団体同士
がコープを通して地域の中でつながる、そんな取り
組みが生まれています。

新井　現在、貧困、格差、不安定な雇用、介護に関
わる問題など、普通のくらしが送れなくなってきて
います。こうした日本の社会が抱える問題をどのよ
うに思われますか。

村木　貧困格差の問題は正面からとらえなければ

食を通じて
社会が抱える問題に向き合う

特 集

1
 スペシャル対談特 集 1

新井　生協は、事業と活動を通して、普段のくらし
を支える取り組みを行っています。村木さんは生協
を所管する厚生労働省で事務次官を務められ、昨年
退官されましたが、当時生協をどのようにご覧に
なっていましたか。

安心してくらせる
地域社会づくりを目指して

人と人とが支え合う社会 づくりに
生協ができること

　全国の生協は、日本の生協の2020年ビジョン※1の到達を目指して論議を重ね、「2020年ビジョン
第2期中期方針※2」を策定いたしました。2020年ビジョン第2期中期方針では、全国の生協が力を
あわせて取り組む重点課題の一つに「安心してくらせる地域社会づくりへの参加」を掲げています。
地域社会づくりに向けて、生協に期待される役割について村木厚子 前厚生労働事務次官にお聞き
しました。
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村木　「くらし」というキーワードはずっと基本では
ありましたが、あらためて、とても大事なキーワー
ドになっています。生協には、商品、サービス、さ
らにくらしに密着した人のネットワークがありま
す。それは今求められている大切なものを資源とし
て持っているということです。それを生かして活動
してくだされば、地域づくりの中で大きな役割を
担ってもらえると期待しています。

新井　“普段のくらしを支える”のが生協です。現場
の職員や地域で一緒に活動している組合員の視点
がそこにきちんとあります。“ここに住んでいてよ
かった”と思えるように、何気ない声かけやお互い
さまの精神を発揮する、そこが生協の強みだと思っ
ています。

村木　最上の福祉とは、支える人と支えられる人に
分かれるのではなく、支え合っている関係だと思い
ます。生協はもともと、支え合い、助け合いを作る
ために生まれた組織ですから、これを実現するには
一番いい組織ではないでしょうか。

新井　私たちは地域や行政に積極的に出向き、手を
つなぐ機会を作っていますので、村木さんのライフ
ワークとされている分野ともいろいろな情報を共有
しながら一緒に進めていけたらいいですね。

村木　はい。ぜひお願いします。私もどんどん声を
かけていきます。

新井　事業や活動を通して地域社会づくりに参加
するためのキーワードは、“人と人とのつながり”
だと思います。これからも一歩ずつ、取り組みを進
めていきたいと思います。今日はありがとうござい
ました。

るところはあまりうまくいっていません。対象を広
げて「お互いさま」になるような、柔軟な制度を作っ
たところがうまくいっている気がします。

新井　制度だけでなく、職場内の雰囲気や思いやり
がすごく大事になりますね。

村木　「どういう職場だったら働き続けられるか」と
いうアンケートでは、労働時間と職場の雰囲気の問
題があがってきます。シングルマザーの人を多く雇
用している企業の表彰に携わっていた頃、面白い話
がありました。役所から表彰したいと言われて初め
て自分の会社にシングルマザーが多くいることに気
づいたというのです。シングルマザーのために制度
を整えたのではなく、学校の参観日や運動会、地区
の行事に参加できるような柔軟な仕組みを作ろうと
思ってやってきただけだというのです。

新井　生協はまだその域までは達していませんが、
宅配センターでの事業所内保育所の開設や、夏休み
などにお子さんがお父さんお母さんのトラックに同
乗体験する子ども参観日などが行われています。

新井　村木さんが生協に対して、期待することがあ
ればお教えください。

※1　私たちは、人と人とがつながり、笑顔があふれ、信頼が
　　  広がる新しい社会の実現をめざします。
　　  37ページ参照。 http://jccu.coop/about/vision/
※2　2016年6月の日本生協連通常総会で採択。
※3　2016年6月時点で51.3％
※4　一般財団法人コープみらい社会活動財団
　　  http://www.coopmirai-zaidan.or.jp

事業インフラを活用した
地域活動に期待

 スペシャル対談特 集 1

 安心してくらせる
 地域社会づくりへの参加

特 集

2

  生協職員の認知症サポーター3万人に

  組合員同士で困りごとをお手伝いする「くらしの助け合い活動」

  全国50％超の自治体と地域見守り協定を締結

　全国の生協は、さまざまな事業や活動を通して、誰も
が安心してくらせる地域社会づくりに取り組んでいます。
同じ職員が同じ曜日・時間に同じ組合員を訪問する宅配
事業のインフラを活用した「地域見守り活動」の取り組み
では、自治体などと協定の締結を進めており、高齢者を
地域で支え合う活動を実践しています。

◇地域の見守り活動

▲「認知症サポーター養成講座」DVDで
　事例を学ぶ職員

　2016年6月現在、全国92生協が、全国の自治体
の50％以上となる45都道府県・893市区町村と地域
の見守りなどに関する協定を締結しています。
　協定は、配達の際に職員が異変に気付いた場合、
事前に取り決めた連絡先に速やかに連絡・通報を行
うというものです。

万6,000時間、活動者数は2万3,000人に上りました。
高齢化が進む地域での交流の場づくりなどさまざま
な取り組みも進めています。

　生協では、1983年から組合員同士が助け合う仕
組みとして、高齢者や子育て中の家庭への家事援助
などを行う「くらしの助け合い活動」に取り組んでい
ます。2015年度の全国生協での年間活動時間は85

えました。安心
して生協をご利
用いただけるよ
う、今後も認知
症サポーターの
養成に取り組ん
でいきます。

　全国の生協では、厚生労働省が進める「認知症サ
ポーター100万人キャラバン」に賛同し、職員を対
象とした「認知症サポーター養成講座」を開催してい
ます。養成講座では、認知症の人への対応の心得な
どを学んだ後、「売り場で食品を食べ始めてしまっ
たら」などの事例で、どのように行動すべきかを話
し合います。2016年6月末現在、認知症サポーター
として登録されている生協職員は全国で3万人を超
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  自治体、他団体と連携し生活再建を支援

  生活困窮者支援における生協の役割を考えるシンポジウムを開催

  8生協で6,515件の生活相談、
  917件の貸付を行う

　生協は、地域におけるくらしの困りごとに対して、さま
ざまな支援活動に取り組んでいます。地元の自治体や関連
する諸団体との連携を強化し、誰もが安心してくらせる地
域づくりを目指します。

◇生活困窮者支援

▲くらしと家計の相談室パンフレット
　（生活クラブ生協・千葉）

▲野田村の木質バイオマス発電所

▲日裏川の上流に水車の取水口が
　設置される

相談者の生活再建に向き合う相談員▶
（みやぎ生協）

シンポジウムでは、生活相談・貸付事業に▶
取り組む生協の交流が行われた。

安心してくらせる地域社会づくりへの参加特 集 2

相談が増加しており、早期の相談が必要となっている
こと、貸付事業の
福祉的役割などが
報告されました。

談室では、相談員が相
談者にていねいに向き
合い、相談者の家族・
親族を交えて生活再
生計画を作成してい
ます。

　生協は、くらしの中のお金に関わる問題を抱えた
人々への支援として、「生活相談・貸付事業」に取り組
んでいます。これは、くらしや家計、お金の困りごと
を相談員が聞き取り、相談内容によっては関係機関と
の連携を図りながら一緒に解決策を考え、生活再建を
支援する事業です。2016年3月末現在、全国で8生協
が生活相談・貸付事業に取り組み、6,515件の生活
相談、917件の貸付を行いました。

　日本生協連は、2015年度に生活相談・貸付事業の
普及や生活困窮者自立支援制度との関わりなどを研
究する「生活相談・貸付事業普及研究会」を主催しま
した。2016年3月に開催された、研究の成果を学ぶ
シンポジウムでは、高齢者からの相談や過重債務の

　2015年4月に施行された生活困窮者自立支援法
を受け、自治体などと連携する取り組みが増えてい
ます。2015年に「くらしと家計の相談室」を開設し
た生活クラブ生協・千葉は、地域の諸団体と連携し
て「応援ネットワークちば」を結成し、千葉市から
の委託を受けて家計相談支援事業や自立相談支援事
業、就労準備支援事業などに取り組んでいます。相

◇再生可能エネルギーの普及・促進と
　地域との連携
　日本生協連と全国の生協は、原子力
発電に頼らないエネルギー政策への転
換を目指し、他団体と連携しながら太
陽光、風力、小水力、バイオマス発電な
どの再生可能エネルギーの開発を積極
的に進めています。生協全体で、2020
年に設備容量100MWの再生可能エネル
ギー発電施設の設置を目標としていま
す。また、2016年4月から電気小売事
業の全面自由化が始まりました。組合
員向けの電気小売事業の取り組みを始
めている生協もあります。

  木質バイオマス発電事業への取り組み

  小水力発電所※で地域活性化に取り組む

　いわて生協、みやぎ生協、コープ東北サンネット
事業連合（本部：仙台市）と日本生協連は、再生可能
エネルギーの普及と促進を目指して、2014年9月、
岩手県九戸郡野田村の木質バイオマス発電事業を行
う（株）野田バイオパワーJPに出資しました。この木
質バイオマス発電所では、一般家庭約2万6,800世
帯の年間使用量に相当する9,648万kWhを見込んで
います。2016年8月の本格運転を目指して、5月に
は試験運転が始まりました。ここで発電した電気の
一部は、株式会社地球クラブ※を介し、生協の事業
所に供給されます。

　ならコープグループは、吉野の森と水の保全を図
る「吉野共生プロジェクト」の一環として、奈良県吉
野郡東吉野村で小水力発電の取り組みを開始しまし
た。これは、1914年〜1963年にかけて地域住民の生
活を支え、林業・製材業の発展に貢献した「つくばね
発電所」を復活させる東吉野水力発電株式会社を支援

するもので、2016年度中の稼働を目指しています。
売電による収益は、地域
の活性化を支援する基金
として活用されます。

※日本生協連が自家需要をまかなうことを目的に2014年6月に
設立した新電力会社

※小河川、用水路、道路脇の
　側溝の水流など、小規模な
　水流を利用して発電を行う
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 災害復興支援
特 集

3

  ふれあいサロンでコミュニティづくりを支援

　東日本大震災から5年数カ月がたちましたが、地域経済の復興や被災者の生活には、まだ多くの支援が必要
とされています。被災地の生協と全国の生協は協力・連携して、継続的な支援活動に取り組んでいます。

◇東日本大震災　被災地の復興支援
▲就学児保養子ども遊び塾の様子

▲橋本茨城県知事（左から3人目）へ
　茨城県生協連佐藤会長理事（左から2人目）から募金目録を贈呈

◇台風18号の被災地3県を募金で支援

 災害復興支援特 集 3

▲ふれあい喫茶「ふらっとカフェ」（みやぎ生協太子堂店）

▲ふれあいサロンの様子（コープふくしま）

「被災地生協のボランティア活動支援」に寄せられた
募金も活用して運営されています。

　被災地ではまだ仮設住宅に入居されている方がい
る一方で、復興支援住宅の完成が進み、新たなつな
がりやコミュニティづくりが課題となっています。
いわて生協、みやぎ生協、コープふくしまの各生協
では、地域や人とのつながりづくりとして、継続し
てサロン活動に取り組んでいます。
　サロン活動は被災された方だけでなく、周辺の地
域の方も集まる場として、つながりを作るきっかけ
になっています。また、被災された方が新たなボラ
ンティアスタッフとなり、活動する場にもなりまし
た。ふれあいサロンは、全国の生協が取り組む「つ
ながろうCO・OPアクションくらし応援募金」※で

全国の生協は、行政と連携しながら地震や台風など自然災害の発生
に備えた減災活動や災害復興支援を行っています。

　2015年9月に発生した台風18号の記録的な大雨
により被害を受けた茨城、栃木、宮城の生協では、
地域・行政と連携を図りながら、必要な物資を届け
ました。また炊き出しボランティアの実施や災害ボ
ランティア派遣を行い、復旧に向けた活動にも取り
組みました。日本生協連は、全国の生協に被災地支
援の募金を呼びかけ、2015年9月～11月の期間に
73生協から総額1億5,961万9,233円が寄せられま
した。この募金は被災した県の生協連と共同で各自
治体に贈呈しました。

  福島の子ども保養プロジェクト
　福島県生協連では、福島の子どもたちにのびのび
と遊ぶ機会を提供する「福島の子ども保養プロジェ
クト」を、2011年12月から全国の生協の協力のも
と実施しています。2015年度、未就学児親子を対
象とした週末保養企画は62回開催され、1,863人が
参加しました。また、震災後に外遊びを制限されて
育った小学校低学年の子どもたちを参加対象とした

「就学児保養・子ども遊び塾」を地元の森林組合や（一
社）プレーワーカーズと連携して7回開催し、513人
が参加しました。
　全国の生協では、福島の子どもたちにさまざまな
体験をしてもらう「県外受入保養企画」を実施し、
22企画、551人が参加しました。

※2015年度は全国の生協から約8,600万円が寄せられました。

  『将来の“自然災害”に備える こうべ＆みやぎからのメッセージ』を発行

『将来の“自然災害”に備える▶
こうべ＆みやぎからのメッ
セージ』

この冊子は被災地で
得た「いのちを守る知
恵」「その後を生き抜
く知恵」を伝えてい
ます。

　みやぎ生協は、『将来の“自然災害”に備える こう
べ＆みやぎからのメッセージ』を2016年2月に発行
しました。この冊子は、阪神・淡路大震災から21年、
東日本大震災から5年を迎え、あらためて減災・防
災について考え取り組むきっかけになることを願っ
て作成したものです。コープこうべが阪神・淡路
大震災10年の節目に作った冊子『こうべからのメッ
セージ＋今、グラッときたら… （復刻版）』に、みや
ぎ生協が東日本大震災で得た教訓や、みやぎ生協の
組合員の体験などを加えて再構成したものです。



12

高齢者・障がい者の支援スタッフを派遣
　全国の生協では、福祉避難所や避難所の要請を
受け、生協や関連する社会福祉法人から介護福祉
士やケアマネジャーなどの介護職員を延べ264人派
遣しました。

生協店頭で健康チェックを実施
　医療福祉生協連では、長引く避難生活で健康に
不安を感じる被災者支援として、生協くまもとの
店舗や宅配センターで無料の「健康チェック・健
康相談会」を実施し、延べ708人に参加いただきま
した。

行政からの要請に職員を派遣し配送を支援
　全国の生協は、厚生労働省から緊急物資の早期配送等に関して支援要請を受け、連携して延べ
168人の職員を派遣し、被災地での支援物資の配送に取り組みました。

  被災地の要請に応じた幅広い支援活動

　2016年4月14日、16日、熊本県熊本地方を震源とす
る最大震度7の地震が発生し、広範囲にわたって甚大な
被害をもたらしました。全国の生協では、熊本県の生協
を拠点として人員の派遣や物資の支援、募金活動などに
取り組みました。

◇熊本地震
　被災地への支援活動

▲炊き出し支援の様子

▲高齢者をサポートする職員

▲生協くまもとコープ春日店での募金活動

▲店頭での健康チェックの様子

 災害復興支援特 集 3

2016年6月現在、日本生協連把握分

子育て支援

くらしを見直す活動

フードバンクの取り組み

◆

◆

◆

P.14

P.15

P.16

地域社会づくりへの
参加

　生協は、事業・活動のインフラを活用した地域社会づくりに取り組ん

でいます。地域の誰もが安心してくらし続けられるよう、それぞれの分野

でネットワークづくりを進め、他団体との連携を強化しながら、地域社会

づくりに参加しています。
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子育て支援
　生協では、子育てしやすい地域社会を目指して、さま
ざまな支援に取り組んでいます。子育て中の親と子が自
由に集える「子育てひろば」は、2015年度、57生協が実
施し、約15万5,000組の親子が参加しました。

　コープみらい（本部：さいたま市）は、2016年3月
に千葉市から委託を受け、稲毛区園生町に「千葉市
そんのう・子育てリラックス館」をオープンしまし
た。2003年に千葉市から施設の運営を受託したこ
とをきっかけに、自治体が進める子育て支援の場づ
くり（子育てひろば）に参加しており、今回の受託で
千葉市での運営は5カ所目となりました。コープみ
らいが自治体から委託を受けている「子育てひろば」
は16年3月現在、千葉県で7カ所、埼玉県で4カ所と
なり、延べ4万2,735組の親子が利用しました。

地域社会づくりへの参加

千葉市で5カ所目の
「子育てひろば」運営を受託

　コープこうべは2014年4月から、小学生を対象と
した子育て支援として学童保育事業「Terakoya（て
らこや）」に取り組んでいます。放課後の子どもたち
の“居場所”としてだけでなく、社会体験、料理、英
語など、学びや習い事の場としての機能を持ってい
ることが特徴です。この活動に協力してくれる企業
や地域の人たち（Terakoyaサポーター）とコープこ
うべによるTerakoyaサポータープログラムも随時
開催しています。さまざまな人が子どもたちと関わ
り、地域で子育てを行う場を目指しています。

学童保育事業
「Terakoya（てらこや）」の取り組み

　日本生協連は、全国の生協の協力を得て、1996
年よりモニター登録制度による「全国生計費調査」を
行っています。組合員に毎月1回12カ月連続で家計
簿の提出をお願いするもので、2015年の調査には
46生協1,954人がモニター登録をしました。このう
ち12カ月連続提出者（1,524人）のデータ集計結果を
「家計簿からみた私たちのくらし」としてまとめてい
ます。
　2015年の消費支出は、給与所得世帯では前年と
比較して0.1％の微増でした。収入は、給与所得世
帯では月平均額で71万6,638円と5年連続で増加し
ています。近年は妻の就労による収入が増加傾向に

あり、30代以下の妻の就労による収入は9万9,341
円で、2006年の水準
の1.8倍になりました。
　また給与所得世帯
では、税金と社会保険
料の合計（月平均額）
は、15万3,329円と前
年と比較して3.1％増
加しています。

　日本生協連では、家庭で負担している消費税の調
査も行っています。2015年は34生協585世帯（有効
回答数）の協力を得ました。通年で消費税が8％と
なった2015年は、1世帯あたりの年間消費税額は平
均25万6,267円となり、2014年と比べ1万5,374円
増加しました。収入に占める割合は、年収400万円
未満世帯では5.44％と2014年と変わらないのに対
し、1,000万円以上の世帯では3.12％と0.18ポイン
ト増加しました。その差は縮まりましたが、低所得
世帯ほど負担率の高い状態は続いたままとなってい
ます。

2015年全国生計費調査に46生協1,954人が参加

2015年「消費税しらべ」1世帯当たりの年間消費税額は前年より若干増加

　生協は、くらしを見直す活動を行うととともに、ライ
フプランや家計について組合員が学習する機会を設け
ています。また、それらに関する情報提供を継続的に
行っています。

くらしを見直す活動

▲「千葉市そんのう・子育てリラックス館」（コープみらい）

▲コープ商品を製造する泉製紙（株）スタッフから牛乳パックを
　使ったはがきづくりを学ぶ子どもたち（コープこうべ）

全国生計調査費のデータ▶
を集計・分析した「家計簿
からみた私たちのくらし」
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地域社会づくりへの参加

フードバンクの
取り組み
　包装の破損や賞味期限が迫っていることで販売でき
ない食品を企業などから寄贈いただき、支援を必要と
する福祉施設などへ無償で提供する活動・団体を「フー
ドバンク」といいます。全国の生協は、さまざまな形
でフードバンクに取り組んでいます。

　2012年に「コープフードバンクみやぎ」を設立し
たみやぎ生協は、この取り組みを広げるため2014
年にコープ東北事業連合（本部：仙台市）に活動を
移管しました。東北全体を視野に入れた活動とし
て2016年3月現在、宮城、山形、岩手、福島の生協
で取り組んでいます。各生協は、地域の福祉施設の
ほか、社会福祉協議会（社協）と協定を締結し、社協
を通して支援を必要とする方に食品などを届けてい
ます。2016年5月現在、食品を寄贈する企業・団体
73社、事業運営を支援する法人サポーター110社な

地域との協定で取り組むフードバンク

　2016年4月、埼玉県労働者福祉協議会を中心とし
て「フードバンク埼玉運営協議会」が設立されまし
た。これは埼玉県における「食品を無駄にせず、分
かち合い、助け合う」ネットワークづくりを目指し
たもので、埼玉県生協連、コープみらい（本部：さ
いたま市）、パルシステム埼玉、生活クラブ生協・
埼玉、ワーカーズコープなどが参加しています。こ
れまでも各生協は、食品ロスの削減、生活困窮者支
援の一環としてフードバンクに取り組んでいました
が、フードバンク埼玉運営協議会のもと、食品や資
金、人材などを出し合いながらさらに取り組みを進
めていきます。今後は、家庭で余った食品を回収す
るフードドライブの活動にも取り組んでいきます。

地域一体となって運営協議会を設立し
フードバンクを推進

▲寄贈された食品を必要とする施設へお届けする
　（コープフードバンク）

▲フードバンク埼玉運営協議会設立記念フォーラムの様子

どの協力のもと、安心してくらせる地域づくりに取
り組んでいます。

宅配事業

店舗事業

共済事業

福祉事業

コープ商品事業

品質保証の取り組み

◆

◆

◆

◆

◆

◆

P.18

P.19

P.20

P.21

P.22

P.24

ふだんのくらしへの
役立ち

　生協は、組合員のさまざまな願いを実現するため、宅配事業、店舗事業、

共済事業、福祉事業を推進するとともに、それぞれの事業の効果的な連携を

図っています。組合員の声を聞きながら、ふだんのくらしを総合的にサポート

し、生涯を通じてご利用いただける事業・サービスの構築を目指しています。
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　日々のくらしに役立つ商品を提供する店舗事業で
は、大型店、小型店、移動店舗など、地域のニーズに
応じたさまざまな店舗運営を展開しています。店舗
事業の2015年度供給高（売上高）は9,030億円（前年比
103.4％）、全体の店舗数は967店（前年比99.0％）、
売場面積は127万2,186㎡（前年比101.2％）となって
います。

店舗事業

　いわて生協では、3歳までの乳幼児を子育て中の
ママを応援する「ハピママコープ」に2014年度から
取り組んでいます。これは、店舗の集会室を利用し
て開催するイベントに子連れで参加していただくも
ので、ママ同士が楽しく学び交流する場となってい
ます。赤ちゃんと一緒に楽しめるベビーダンス、マ
マが楽しいエアロビクス、離乳食や赤ちゃんの病気
の勉強会など、ママのニーズに寄り添ったさまざま
な企画を開催しています。2015年度は7店舗で114
企画が開催され、773組が参加しました。

店舗の集会室を活用した子育て支援

　日本各地において高齢化や過疎化などによる買い
物弱者問題が深刻化しています。各地の生協では店
舗を拠点に、冷凍・冷蔵ケースを設置した車に商品
を積んで地域を回る移動販売車を運行しています。
2016年3月現在、30生協が150台を運行し、買い物
支援に取り組んでいます。
　コープさっぽろは、1997年から店舗のない地域
に住む方の買い物をサポートする移動販売に取り組
み、2010年には店舗事業の一部門として開始しま

30生協が150台の移動販売車を導入し「買い物弱者」をサポート
した。2015年度は、76台の移動販売車「おまかせ便
カケル」が全道124市町村で、くらしを支える移動
スーパーとして食料品など生活必需品をお届けして
います。

▲2016年3月、「あうる花巻」で開催された
　バランスボールエクササイズの様子（いわて生協）

コープさっぽろの移動販売車「おまかせ便カケル」▶

宅配事業

ふだんのくらしへの役立ち

　生協の宅配には、ご自宅の玄関までお届けする個
人宅配、職場やご近所のグループにお届けするグ
ループ宅配があります。地域生協の宅配事業全体の
2015年度供給高（売上高）は1兆7,493億円（前年比
102.5％）で、うち個配供給高は1兆1,873億円（前年
比105.5％）でした。

　全国の生協では、食事づくりが困難な高齢者など
を支援するための配食事業を展開しています。
　エフコープ（福岡県）は、毎週月曜～金曜まで日替
わりの献立でご自宅にお届けする「コープの夕食宅
配」を進めています。高齢の方や産前産後など食事
の準備が難しい方のために、専任の栄養管理士が栄
養バランスを考え、当日作ったお弁当をお届けして
います。「コープの夕食宅配」は、2016年2月、福岡
県が推進する「ふくおか食の健康サポート店」に登録
されました。これは、一人ひとりの状況にあった食
事を選択し健康管理に役立てることができるよう、
野菜たっぷりなどのヘルシーメニューを提供するお
店や中食などを増やそうという取り組みです。

夕食宅配で食を通じた健康づくりを
サポート

　生協コープかごしまでは、2015年9月、初の試み
として配送担当職員とお取引先との交流会を開催
しました。職員とお取引先の担当者が総勢200人参
加したこの交流会では、職員が普段疑問に思ってい
たことを積極的に質問し、お取引先の担当者が熱心
に答える場となりました。商品の成り立ちや作り手
の思いを知ることで、職員がコープ商品の魅力をあ
らめて考える機会となりました。

宅配職員とコープ商品の
お取引先との交流会を開催

▲当日作ったものをその日にお届けする「コープの夕食宅配」
　（エフコープ）

▲交流会の様子（生協コープかごしま）
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共済事業

▲新会館イメージ（東京都生協連）

▲入居者とのコミュニケーションを大切にしている
　コープアイメゾン松原（大阪いずみ市民生協）

　生協では、高齢者の居住の安定と快適なくらしを
目的として、介護・医療と連携した住まいの提供に
取り組んでいます。
　東京都生協連は、店舗、訪問介護・居宅介護支援
事業所、訪問看護ステーション、グループホーム、
サービス付き高齢者向け住宅、地域スペース、事務
所などが結びついた建物の建設を進めています。
2016年秋オープンの予定で、地域の皆様が生き生
きとくらし、支えあい、交流できる場を目指してい
ます。

福祉事業所が入居した
複合施設を建設

　地域の生協では、訪問介護、通所介護、居宅介護支
援を中心に福祉事業を行っています。2015年度の福
祉事業収入（43生協）は、193億円（前年比104％）でし
た。現在はさらに、地域密着型サービスや高齢者住ま
い系サービス事業の取り組みを進めています。

福祉事業

ふだんのくらしへの役立ち

　大阪いずみ市民生協は、訪問介護、デイサービス
やグループホーム、居宅介護支援などの福祉事業を
行っています。
　2012年3月に大阪府松原市に開設した介護付有料
老人ホーム「コープアイメゾン松原」の隣に、2014
年3月、「コープの高齢者総合ケアセンター笑顔の
里松原」を開設しました。2016年3月には「笑顔の里
松原」内にコープのサービス付高齢者住宅「スマイル
ホーム松原岡」を開設し、福祉サービスの総合的な
取り組みを通じて、地域福祉の充実に努めています。

高齢者総合ケアセンター「笑顔の里」に
サービス付高齢者住宅を開設

　生協では、ケガや病気、災害などくらしの「もしも」
に備えるため共済事業を行っています。日本コープ共
済生活協同組合連合会（略称：コープ共済連）が扱っ
ている「CO・OP共済」の2015年度末の加入者数は
837万9千人（前年比101.7％）。2015年度の共済金支
払件数は130万件（前年比100.1％）、支払共済金額は
629億円（前年比100.0％）となっています。

▲くらしの見直し講演会（福井県民生協）

　各地の生協では「くらしの見直し講演会」や「くら
しの見直し学習会」など、組合員がくらしのお金や
保障について学ぶ機会を提供しています。同時に、
学習会の講師などを行う組合員LPA（ライフプラ
ン・アドバイザー）の養成も行っており、組合員自
ら、保障やお金の使い方について選択できる力をつ
けることを目指しています。

生協のライフプランニング活動
　2015年度は全国の生協で、講演会に7,968人、

学習会に2万3,478
人、地域の諸団体
などと連携した学
習会に3,657人が
参加しました。

▲第6回地域ケア連携推進フォーラム全大会
　の様子（生協しまね）

　コープ共済連では、2012年度から豊かな地域社
会づくりを目指す活動の一環として助成事業を始
め、生協と地域のさまざまな団体が協力して行う
活動を支援しています。2015年度は35団体に総額
1,871万円の助成を行いました。
　助成を受けた島根県の「地域つながりセンター」
は、生協しまね、社会福祉協議会、農協などが連携
して、生活支援活動「おたがいさま」をさらに広げる

地域ささえあい助成事業 35団体に1,871万円を助成
活動に取り組んでいます。継続して行われている
地域ケア連携推進フォーラムは年々規模が拡大し、
6回目となる
2015年度の参
加者は500人を
超えました。

　CO・OP共済は、2015年度「JCSI※（日本版顧客
満足度指数）」の生命保険部門で6指標中5指標（顧客
期待、知覚品質、知覚価値、顧客満足、推奨意向）
において1位となり、3年連続で顧客満足度1位とな
りました。また、2015年度JCSI年間発表で432企
業・ブランド中、総合3位の評価を得ました。今後

CO・OP共済が顧客満足度で3年連続1位に
も組合員の皆様
のくらしに寄り
添った共済とし
て取り組んでい
きます。
※Japanese Customer Satisfaction Index
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コープ商品事業
　日本生協連は全国の生協と協力し、組合員の声を
生かしたコープ商品の開発・販売に取り組んでいま
す。2015年度の会員生協に対する供給高（売上高）は
2,941億円（前年比101.7％）となりました※。
※日本生協連が供給するプライベートブランド商品の金額

　日本生協連は、国際連合世界食糧計画WFP協
会が提起する「レッドカップキャンペーン」に賛同
し、ガーナ共和国の子どもたちに学校給食を届ける
「CO・OP×レッドカップキャンペーン」に2014年
度から協力しています。対象となるコープ商品を1
点お買い上げいただくごとに1円が国連WFPに寄付
されます。2015年度（10月1日～11月20日）の募金
は、386万5,084円となり、ガーナの学校給食プロ
グラムと持ち帰り食糧プログラムを通じて、子ども
たちの栄養改善と女子児童の就学率・出席率の向上
に役立てられています。

「CO・OP×レッドカップ
キャンペーン」を実施

▲ガーナの子どもたち　©WFP/Mandang-ba Mustapha

　日本生協連は、組合員の声を生かした商品開発
や改善を進めてきました。2015年からは多様なく
らしのニーズに応えることを目的に、コープ商品
のブランド刷新に取り組んでいます。2015年6月～
2016年3月までに約1,500品目のコープ商品を刷新
しました。また「ふだんのくらし」を応援する商品
のほか、「おいしさ」にこだわったサブブランド商品
「コープクオリティ」を発売しています。

コープ商品のブランド刷新

▲コープクオリティ　旨さジューシーハンバーグ

ふだんのくらしへの役立ち

　日本生協連は、コープ商品のブランドメッセージ
「想いをかたちに SMILING CO・OP」を広く伝え、
コープ商品のおいしさ、良さを感じてもらうことを
目的に、2015年10月～11月にかけて「おいしい笑

「想いをかたちに SMILING CO・OP」キャンペーンを実施
顔」フォトコンテストと「コープ商品のエピソード・
声」募集キャンペーンを実施しました。全国の生協
の組合員・職員から「おいしい笑顔写真」には494
件、「エピソード・声」には2,023件と、合計2,500
件を超える応募をいただきました。

▲「おいしい笑顔フォトコンテスト」の「かわいい笑顔賞」入賞作品の一部

▼組合員さんの自宅で「おしゃべりの種
　セット」を活用して行われたお茶会の
　様子（いわて生協）

▲ラブコープ商品工場・産地交流会で日本水産（株）の皆さんに
　組合員の声をお届け（2015年11月）

　全国の生協と日本生協連は、組合員と一緒にコー
プ商品の普及を行う「ラブコープキャンペーン」を
2014年度から進めています。2015年は、組合員に
ブランド刷新した商品を体験してもらうための「ブ
ランド体験セット」を活用して、商品の学習や交流
を進めました。「ブランド体験セット」を通して、
1万4,066人の組合員から商品に関する声が寄せら

「ラブコープキャンペーン」 400万人を超える組合員の参加
れ、その声は、コープ商品の製造工場・産地交流
会でお取引先にお届けしました。より良い商品づ
くりに向けて、つくる人と使う人の想いをつなぎ、
共感を広げる取り組みを進めています。また、フェ
アトレード商品などの人気コープ商品をセットに
した「おしゃべりの種セット」を活用して組合員の
商品学習などを支援しました。キャンペーン参加
者は2年間で400万人を超える規模となりました。
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品質保証の取り組み

ふだんのくらしへの役立ち

　日本生協連は、人体被害や法令違反、危害性が疑
われる組合員からのお申し出に対して、重大事故に
つながる前に全国の生協と連携してすみやかな対応
を組織的に行う体制づくりに取り組んでいます。
2015年度はコープ商品以外も含めたお申し出の発
生状況を全国の生協が共有して管理するシステムを
開発し、運用が始まりました。また、お申し出対応
のガイドラインを作成し、重大商品事故につながる
可能性のあるお申し出を、受け付け現場で見逃さな
いように事例イラストをまとめるなど、対応の標準
化を進めました。

　日本生協連と全国の生協は、2011年度から「家庭
の食事からの放射性物質摂取量調査」に取り組んで
います。この調査は、食事に含まれる放射性セシウ
ムの量の把握と現状の正しい理解の促進を目的とし
たものです。2015年度は19都県263サンプルで実
施し、検出限界以上の放射性セシウムは検出されま

全国の生協でお申し出対応業務の連携

「家庭の食事からの放射性物質摂取量調査」

　日本生協連は、プライベートブランドである「コー
プ商品」について原材料から商品として組合員にお届
けするまでの各工程を管理しています。そして、お申
し出や商品事故が発生した時には、全国の生協が連携
して対応しています。2015年度のコープ商品に対す
る組合員のお申し出は、2万2,056件でした。また、
商品検査は2万3,423件、工場点検は1,960件実施し
ました。

　日本生協連は、2015年4月に施行された「食品表
示法」への対応を機に、食品添加物の表示に関する
自主基準の変更を含めたコープ商品の表示について
見直しを行いました。見直しにあたっては、組合員
に重要な情報を的確に伝えられる表示を目指し、会
員生協の協力を得ながら進めました。
　また、新たな表示制度の理解を深め表示作成の一
助となることを目的として、解釈に悩む部分を行政
に照会した内容を「食品表示基準に係わる疑義照会」
としてお取引先と協同でとりまとめ、日本生協連の
WEBサイトで公開しました。

「食品表示法」への対応

せんでした。2011年度～2014年度の調査結果をま
とめた論文は学術誌『食品衛生学雑誌Vol.57』に掲載
されました。詳しくは日本生協連のWEBサイトを
ご覧ください。

▲全国の会員生協から寄せられるお申し出品の受付の様子

環境活動

平和活動

国際協力

国際交流

産　直

食育活動

消費者市民社会づくり

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

P.26

P.28

P.29

P.30

P.32

P.33

P.34

世界と日本社会への
貢献

　生協は、海外の生協・協同組合と交流し学びあいながら、国際的な協同組

合活動を行っているほか、ユニセフを中心とした国際協力活動を進めていま

す。また、再生可能エネルギーの普及に向けた取り組みや、平和な社会の実

現を目指した活動に取り組んでいます。
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環境活動
　生協は、持続可能な社会づくりに積極的な役割を果
たし、組合員と地域社会の期待に応えるとともに、環
境負荷低減を経営の改善・強化につなげることを目指
しています。引き続き「2020年に向けた生協の新たな
環境政策」に掲げたテーマに沿って取り組みを進めて
います。

世界と日本社会への貢献

　全国の生協では、2004年度から「CO2削減自主行
動計画」として生協事業からのCO2排出量削減に取
り組んでいます。2013年度からは、2020年に2005
年度比でCO2排出総量の15％削減を目指して、店
舗への高効率機器の導入やエネルギーマネジメント
の改善を進めています。
　2014年度の全国生協の温室効果ガス排出量は74
万3,918トンで、前年比では97.2％、基準年（2005
年度）比では86.9％で、13.1％の削減となりました。

全国生協のCO2削減の取り組み

　日本生協連は、2015年12月10日～12日に東京
ビックサイトで開催された「エコプロダクツ2015」
に出展しました。今回は「低炭素社会の実現のため
にくらしの中でできること」をテーマに、「CO2へら
そう！研究所」クイズラリーを実施しました。ラリー
では、商品を「つくる」「はこぶ」「つかう」「くらす」の
コーナーでクイズや体験を通して「くらし」の見直し
につながる工夫を紹介しました。

エコプロダクツ2015に出展

　全国の生協では持続可能な社会づくりの一貫とし
て再生可能エネルギーの普及に努めています。2016
年3月現在、74生協が298事業所で5万1,646kWを
発電しています。

再生可能エネルギー発電の取り組み状況

▲福井県民生協エコセンターの説明を受ける参加者

　生協では、商品配送の戻り便を利用するなどし
て、組合員や店舗・物流センターなどから容器包装・
カタログ類・食品残さなどの資源をリサイクル（エ
コ）センターに回収し、加工して再資源化する取り
組みを進めています。2016年3月、現在、9つの生
協・事業連合でリサイク
ル（エコ）センターが稼働
しています。
　2015年11月、「第5回
リサイクル（エコ）セン
ター交流会」が福井県民
生協のエコセンターで開
催され、18生協・事業
連合が参加しました。

リサイクル（エコ）センター交流会に
18生協・事業連合が参加

▲「CO2へらそう！研究所」クイズラリーの様子

数字で見る全国の生協のリサイクル回収量
とレジ袋削減率（2014年度）　日本生協連では、社会的に認知された環境に関す

る外部基準を取り入れ、商品の開発を進めています。
2016年3月現在の環境配慮商品は315品目です。
　環境配慮商品について、詳しくはWEBサイトを
ご覧ください。

環境配慮商品の開発と普及※数値は48会員生協、7事業連合、日本生協連の56団体の排出量
　を合計したもの。基準年度は2005年度。

MSC

CO・OP無着色たらこ（徳用）　100ｇ

エコマーク FSC®

CO・OPミックス
キャロット　200ml

CO・OP
やわらかワンタッチ
コアノン
シングル　
130ｍ×6ロール

紙パック

4,403t

PETボトル

2,747t

宅配用内袋

2,259t

卵パック
（A-PET）

789t

食品トレイ

1,407t

卵パック
（モールド）

1,439t

想定削減率
（レジ精算方式）

89.1%

想定削減枚数※

約4億400万枚

宅配用商品案内
14万 t

リサイクル回収量

レジ袋削減

※レジ袋削減の取り組みをしなかった場合のレジ袋の使用量の想定と、
　取り組んでいることによる実際のレジ袋使用量との差



2928

平和活動
　生協では、「平和とよりよい生活のために※」という
理念のもと、平和活動「ピースアクション」に取り組ん
でいます。地元にある身近な戦跡見学や戦争・被爆体
験者からお話を伺うなど、平和について考え、学習す
る取り組みを進めています。2015年度は各地でNPT
再検討会議に向けた学習会や安全保障法制に関する学
習会も開催されました。
※1951年3月の日本生協連「創立宣言」より

会とも定員をオーバーするほどの参加がありまし
た。また、ヒロシマ・ナガサキ合同企画として「子
ども平和会議」を
初めて開催し、子
どもたちが自分の
言葉で平和の大切
さを継承する活動
を行いました。

絶を訴える活動を支援しました。現地ではNGOの
協同行動集会や平和行進に参加し、横断幕を掲げ、
被爆者と一緒にニューヨークの街を行進しました。
（行進の様子は上部写真参照）

　被爆体験の継承や核兵器のない世界を求める思い
を共有する場として、2015年8月4日～6日に広島
で、8月7日～8日に長崎で「2015ピースアクション
inヒロシマ・ナガサキ」を開催しました。被爆70年
となった2015年は「inヒロシマ」には全国の生協や地
元の生協など75生協1,500人が参加、「inナガサキ」
には同52生協900人が参加しました。被爆の証言や
碑めぐりなど、さまざまな分科会が行われ、各分科

　日本生協連と沖縄県生協連は、2016年3月29日
～31日、沖縄戦の実際の様子と現在の沖縄が抱え
る基地問題を学び平和について考える機会として、
「第33回沖縄戦跡・基地めぐり」を開催しました。
初めて参加する方を対象とした「基本コース」、親子
を対象とした「親子コース」、沖縄の基地を中心に視
察する「辺野古・高江コース」の3コースに30生協、
225人が参加しました。

　2015年4月～5月、アメリカ・ニューヨークで開催
されたNPT再検討会議に45生協91人を派遣し、日
本原水爆被害者団体協議会の代表と合わせて139人
の合同代表団を結成し、被爆体験を伝え、核兵器廃

ピースアクションinヒロシマ・ナガサキ

核兵器不拡散条約（NPT）再検討会議開催地で平和への願いをアピール

世界と日本社会への貢献

▲「子ども平和会議」の様子

▲沖縄戦で亡くなった全ての方の氏名が刻まれた「平和の礎」

▲ユニセフスタッフに必要なものを聞かれている母親
　©UNICEF/NYHQ2015-1006/Nybo

▲教室が足りず、屋外で　
　授業を受ける子どもたち
　©日本ユニセフ協会

生協の募金で設置した▶
小学校の手洗い場
©日本ユニセフ協会

　全国の生協では、1979年からユニセフ募金活動
に取り組んでいます。2015年度に、全国の生協が
組合員に呼びかけて集まったユニセフ募金は、一般
募金、指定募金、緊急募金をあわせて約4億3,700
万円で、そのうち約2億円が2015年4月に発生した
ネパール大地震への緊急募金でした。全国の生協の
募金額集計を開始した1983年からの累計総額は約
84億円に上ります。

　日本生協連では、（公財）日本ユニセフ協会ととも
にアフリカ南西部のアンゴラ共和国の教育環境の改
善を目指すキャンペーン「CO・OPコアノン スマイ
ルスクールプロジェクト」に2010年から取り組んで
います。トイレットペーパー「CO・OPコアノンロー
ル」などを1パックご購入いただくたびに1円の募金が
積み立てられ、ユニセフを通してアンゴラでの「子ど
もにやさしい学校づくり」を支援する活動に使われま
す。第5期（2014年11月1日～2015年10月31日）は、
1,324万9,500円の募金が寄せられ、アンゴラの学校
の給水施設の設置や教員の研修などに役立てられま
した。2015年11月より第6期がスタートし、募金活
動を継続しています。

ユニセフ支援活動

CO・OPコアノン　
スマイルスクールプロジェクト

　生協では、発展途上国の子どもたちを支援するユニ
セフ活動に取り組み、全国で募金活動が行われていま
す。また、特定の商品を購入することでその一部が国
際機関を通じて募金される、商品を通じた募金にも取
り組んでいます。

国際協力

沖縄戦跡・基地めぐり
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国際交流
　日本の生協は、各国の協同組合や国際機関との交流
を深めるとともに、アジア・太平洋地域の生協の開発
支援を行っています。また、国際労働機関（ILO）を通
してアフリカの協同組合開発にも協力しています。

世界と日本社会への貢献

▲みやぎ生協で店舗運営について学ぶ様子

▲コープこうべでの店舗研修中の皆さん

▲ILO協同組合ユニットのメンバー
  （右から４番目が日本生協連から派遣された職員）

　日本生協連は、2010年度より国際労働機関（ILO）
がアフリカの協同組合開発のために実施している人
材育成プロジェクトに協力しています。2014年度
からは、発展途上国の協同組合開発事業を支援する
ことを目的として、ILOの協同組合ユニットに日本
生協連職員を派遣し、関わりを深めています。

国際労働機関（ILO）に職員を派遣

店舗・宅配の運営や職員教育の体系、産直の取り組
みや被災地の復興状況などについて幅広く学びまし
た。11月23日～12月6日の研修には、シンガポー
ル、ベトナムから5人の研修生が参加して、コープ
ネット事業連合（本部：さいたま市）とコープこうべ
で研修を受けました。コープこうべでは講義に加え
て店舗、宅配センターや食品工場などを視察し、日
常的な職場運営について学びました。

　日本生協連では、会員生協の協力のもと、国際協
同組合同盟アジア・太平洋地域（ICA-AP）が年2回
実施する生協のマネジャーを対象とした研修に協力
しています。2015年7月27日～ 8月9日に行われた
研修には、インド、韓国、フィリピン、ベトナムか
ら5人の研修生が参加しました。コープみらい（本
部：さいたま市）の環境配慮型店舗や資源リサイク
ルを行うエコセンターを見学した後、みやぎ生協で

アジアの生協の発展を目的とした生協マネジャー研修を実施 ▲東京大学生協で説明を受ける視察団の皆さん

　日本生協連は、2010年から国際労働機関（ILO）
に協力し、アフリカでの協同組合の設立・発展のた
めの人材育成支援を行っています。2015年は、ケ
ニア、ルワンダ、ジンバブエ、レソトの協同組合リー
ダー4人が来日し、8月31日～9月9日までの10日
間、生協、農協、金融などの日本のさまざまな協同
組合の視察・研修をしました。9月8日には、研修の
一環としてILO駐日事務所と日本協同組合連絡協議
会（JJC）の共催で公開セミナーを実施し、研修生が
視察・研修で学んだことや帰国後に自組織の活動に
どのように生かしていくかについて報告しました。

アフリカの協同組合リーダーの
視察・研修を支援
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▲ICA総会で報告する日本生協連 新井ちとせ副会長

　2015年11月11日～13日、世界各国の協同組合が
加盟する国際協同組合同盟（ICA）の総会がトルコ・
アンタルヤで開催されました。総会には79カ国、
1,000人以上の協同組合関係者が参加し「2020年に
向けて、あなたの協同組合はどのような姿になって
いるだろうか？」をテーマに、報告や討議が行われ
ました。日本生協連は「協同組合における参加」分科
会にて、日本の生協が組合員の参加を通して実現し
ているさまざまな事業や、高齢社会で取り組んでい
る地域づくりの事例を報告しました。

国際協同組合同盟（ICA）総会に参加
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▲料理教室の様子（みやぎ生協）

　　　　　　  飼料用米を作る様子▶
刈り取った稲を円筒状にし乳酸発酵
させたもので、牛などの餌になる。

コープネット事業連合本部駐車場での▶
農産物の即売会の様子。
多くの人が買い物に訪れ、若手生産者　
との交流の輪が広がりました。

▲食育活動交換会の様子（いばらきコープ）

　みやぎ生協では、食とくらしを考える学習会を県
内各地で開催しています。2015年10月14日、みや
ぎ生協文化会館ウィズで「ごはんを中心にした日本
型食生活・乳和食」とみやぎ生協の「食生活提案」を
学ぶ料理教室を開催しました。これは、同年7月に
開催した「ロコモ※・骨粗鬆症予防のための食生活
と運動」学習会に連動した催しで、参加した組合員
はたんぱく質とカルシウムを強化した低カロリーメ
ニューの料理作りに挑戦しました。食事の後、みや
ぎ生協の｢食生活提案｣を伝える「食のかたりべ」から
お話がありました。

たべるたいせつ
日本型食生活の料理教室を開催

　2014年に食育活動で農林水産大臣賞を受賞した、
いばらきコープは、2015年12月１日、コープつちう
ら店で「食育活動交換会」を開催しました。これは、
受賞の活動内容を学びたいという千葉県海匝（かいそ
う）農業事務所の要請に協力したもので、千葉県内の
食育ボランティアや食育サポート企業などから26人
が参加しました。研修では、いばらきコープの食育
サポーターなどが講師となって、小学校などで行っ
ている食育プログラムの紹介や、調理実習、ワーク
ショップ、活動の交流などを行いました。

食育の研修会「食育活動交換会」に
協力

　各地の生協では、食を知り、食を体験する「食育」の
取り組みを進めています。生産者との交流や食品の安
全を確保する取り組みなどを通して、「食」に対する意
識を高めています。

食育活動産　直

世界と日本社会への貢献

※ロコモティブ症候群。運動器の障がいにより「要介護になる」
　リスクの高い状態になること。

　生協では、1970年代から全国各地で産直に取り組
んでいます。生協産直は安全・安心の商品を調達する
ことに加え、食べ物を通して生産者と消費者がつなが
り、相互理解が深まる取り組みになることを目指して
います。

　おかやまコープでは、岡山県内の家畜から出る
糞尿を堆肥化して栽培した飼料用米・稲を家畜の
餌に活用する、県内循環型農業を応援しています。
また、岡山県産の農水畜産物を使い開発した加工品
や県内産農水畜産物を「おかやま育ち」商品として
普及に取り組んでいます。

循環型農業を応援し地産地消を推進

　各地の生協で、日本の農業の将来を考え若手生
産者の育成を応援する取り組みを進めています。
2015年11月21日～22日、全国の産直生産者団体
の若手生産者組織が主催する「New Farmer’s 

Workshop2015 in埼玉」がコープネット事業連合

産直生産者団体の若手生産者を応援
（本部：さいたま市）の後援で開催されました。生産
者だけでなく、組合員も交えた初めての交流の場と
なり、産直に対する熱い思いが若手生産者や生協職
員から語られました。　
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消費者市民社会づくり
　全国の生協では、消費者行政の充実・強化を目指
し、消費者団体や専門家と連携して消費者ネットワー
クづくりに取り組んでいます。消費者行政の充実を目
指し、行政と意見交換を行ったり、消費者力向上を図
るためシンポジウムや学習会などを開催しています。
事業者の不当行為に対して消費者に代わって差し止め
請求ができる適格消費者団体の認定を受けた団体は、
2016年2月に全国で14になりました。

　特定非営利活動法人消費者支援かながわは、2014
年12月に発足し、2015年4月からNPO法人として
活動を始めました。2015年5月に開催した設立記
念シンポジウムでは、基調講演の後、「適格消費者
団体の活動と消費者の関わり方」をテーマにパネル
ディスカッションが行われ、今後、適格消費者団体
を目指し、どのように活動していくべきかについ
て、活発な議論を交わしました。

　コープながのは、2015年12月15日に「消費者被
害に遭わないための学習会」を小諸市で開催しまし
た。これは、特殊詐欺や悪質商法の実態を知り、被
害に遭わないように対処する方法を学ぶことを目的
にしたものです。学習会には消費生活コンサルタン
トでコープながのの有識者理事を講師に迎え、高齢
者の3K（金・健康・孤独）の悩みをつく手口につい
て知識を深めました。参加者からは、「具体的な手
口のお話がとても身近に感じました」などの感想が
出されました。この学習会は、諏訪郡富士見町、駒
ケ根市でも開催しました。

NPO法人消費者支援かながわ
設立記念シンポジウムを開催

世界と日本社会への貢献

▲「消費者被害に遭わないための学習会」の様子（コープながの）

▲パネルディスカッションの様子

消費者被害に遭わないための
学習会を開催

多様な人材が働く元気な組織 ◆ P.36

元気な組織と
健全な経営づくり

　生協は、多様化する組合員のニーズの把握に努め、くらしに求められる

商品やサービスの提供に取り組んでいます。そうした活動を実現するため、

多様な人々が元気に働き続けられる組織風土づくりを行っています。
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多様な人材が働く
元気な組織
　生協では、時代の変化に対応した人材の育成と活用
に努めています。誰もが元気に働き続けられるよう、
風通しの良い組織風土づくりを進めています。また、
さまざまな雇用形態、ライフステージの人々が働き続
けられる組織を目指して活動を進めています。

の状況に合わせたさま
ざまな取り組みを進め
ていきます。

　日本生協連は、2011年に「男女共同参画促進に関
する第4次中期的行動課題」を取りまとめ、2015年
度に、この間の取り組みの振り返りと今後の方向性
を検討しました。それを受けて、男女共同参画を
推進するにあたって「ワーク・ライフ・バランス※1」
「女性活躍推進」「ダイバーシティ※2」を重要な視点と
する報告書をとりまとめました。各地の生協は、誰
もが元気に働ける組織づくりを目指して、それぞれ

　生協では、正規職員や幹部職員に占める女性の割
合について目標を持って高めていき、女性がより活
躍できる組織づくりに取り組んでいます。2015年
度の全国生協の正規職員における女性比率は21.0％
でした。

3つの視点で男女共同参画のさらなる取り組みを推進

正規職員・幹部職員の
女性比率の向上

元気な組織と健全な経営づくり

　各地の生協は、休業制度や時短制度の導入、保育
所の設置など、職員の子育て・介護をサポートす
る制度の導入に取り組んでいます。2010年にくる
みん※マークを取得したコープながのは、さらに多
様な労働条件の整備に取り組み、「出産した女性の
継続就業率」などの認
定基準を満たしたこと
で2015年度には、よ
り水準の高い特例認定
「プラチナくるみん」を
取得しました。

育児や介護の支援制度

※1　労働者が仕事上の責任を果たせると同時に、仕事以外の生活
　　  で取り組みたいことや取り組む必要があることができること
※2　さまざまな違いを持った多様な職員が共に働き続けられること

※次世代育成支援対策推進法に基づく子育て支援に積極的に取り
　組む組織・団体が取得できる認定証

報告書「男女共同参画促進に▶
関する今後の方向性と課題」

▲特例認定マーク
　（愛称：プラチナくるみん）
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